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百万円 百万円

①持分法投資損益

②期中平均株式数(連結）

③会計処理の方法の変更

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

期末発行済株式数（連結）

連結子会社数 持分法適用非連結子会社数 持分法適用関連会社数

百万円 百万円

（除外） 0 社

経 常 利 益

２ ．１９年３月期の連結業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

社

当 期 純 利 益売 上 高

なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料の４ページをご参照下さい｡
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（２）連結財政状態
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※業績予想につきましては、現時点で合理的と判断される一定の条件に基づき作成しており、実際の業績は予想と大幅に異
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１ ７ 年 ３ 月 期 3,465

（３）連結キャッシュ・フローの状況
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１ ７ 年 ３ 月 期

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
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（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
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１．１８年３月期の連結業績(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）
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人材派遣を事業としております｡

システムソリューションサービス部門

特にこの中でもソフトウエア開発の占める割合が高く、当部門の中心として位置づけております。

人材派遣部門

に人材を受け入れております。

ＮＳＤビジネスサービス㈱

事業の系統図は次のとおりであります。

ソフトウエア開発の外注 ソフトウエア開発のコン
サルティング

人材派遣及びコン
ピュータ室運営管理等
の外注

ソフトウエア開発の外注

 連結子会社  連結子会社  連結子会社  連結子会社

アイ・ディ・ジェイ㈱ ㈱エヌ・エス・ディシステ
ム研究所

ＮＳＤビジネスサービス
㈱ 　　　データエントリーの

ＮＳＤ　ＡＭＥＲＩＣＡ　ＩＮ
Ｃ．

エヌ・アイ・コンサルティ
ング㈱

　　　外注

㈱ディ・アクセス ソフトウエア開発及び

ソフトウエアプロダクト

 連結子会社

ソフトウエア開発 ソフトウエア開発のコン
サルティング

人材派遣及びコン
ピュータ室運営管理

データエントリー

連結子会社 ソフトウエア開発

（注） １．関連会社㈱福島県中央計算センターは重要性がないため、系統図には含めておりません。

　　おります。

　　により連結子会社となりました。

　　しております。

　　の３社を吸収合併しております。

㈱ＮＳＤ名古屋システムズ ㈱ＮＳＤ姫路システムズ ㈱ＮＳＤ大分システムズ

２．平成１７年４月１日付けで、当社はＮＳＤソフトウェア㈱、ＮＳＤ西日本㈱及びエヌ・エス・ディ九州㈱の３社を吸収合併して

３．㈱ＮＳＤ名古屋システムズ（旧日鐵物流コンピュータシステム㈱）、㈱ＮＳＤ姫路システムズ（旧㈱日鐵物流コンピュータシステム

姫路）及び、㈱ＮＳＤ大分システムズ（旧㈱日鐵物流コンピュータシステム大分）の３社は、平成１７年１２月１日付けの株式取得

４．平成１８年１月１日付けで、ＮＳＤ ＡＭＥＲＩＣＡ ＩＮＣ．は子会社（当社の孫会社）である、ＮＳＤ ＳＥＣＵＲＩＴＹ，ＩＮＣ．を吸収合併

当社グループの位置付け及び事業部門との関連は次のとお り であ ります 。

㈱ Ｎ Ｓ Ｄ 大 分 シ ス テ ム ズ 、 ア イ ・ デ ィ ・ ジ ェ イ ㈱ 、 Ｎ Ｓ Ｄ Ａ Ｍ Ｅ Ｒ Ｉ Ｃ Ａ Ｉ Ｎ Ｃ ．

シ ス テ ム ソ リ ュ ー シ ョ ン サ ー ビ ス

㈱ＦＳＫ

主な関係会社：

ＮＳＤビジネスサービス㈱、㈱ＦＳＫ、㈱ＮＳＤ名古屋システムズ、㈱ＮＳＤ姫路システムズ、

ソフトウエアプロダクト

日本インターワールド㈱

 連結子会社

５．平成１８年４月１日付けで、当社は㈱ＮＳＤ名古屋システムズ、㈱ＮＳＤ姫路システムズ及び㈱ＮＳＤ大分システムズ

１．企業集団の状況

当社の企業集団は、当社、子会社１１社及び関連会社1社で構成され、システムソリューションサービス及び

当部門においては、ソフトウエア開発、コンピュータ室運営管理及び情報処理サービス並びにソフトウエア開発と

当　　　　　　　　　　　　　　　　　　社

得　　　　　　　　意　　　　　　　　先

絡めたトータルシステムとしてのパッケージソフト及びシステム機器の販売を行っており、事業の主力分野であります。

主な関係会社：

当部門は子会社が担当しており、一般事業会社に広く人材を派遣するとともに当社も情報サービス部門を中心
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（３）目標とする経営指標

　①新たなビジネスモデルの構築

　②人材の確保と育成

　③経営の活性化

　④リスク管理の強化

なお、商法第２１１条ノ３第１項第２号の規定に基づき、当年度に当社普通株式１４９，３００株

（取得価額の総額３９０百万円）を取得しております。

向上と１株当たり利益の増大を重要な経営指標として考えております。株主資本利益率は１０％以上、

営業利益率は１５％以上に高めることを目標とし、より向上するように努めてまいります。

これにより３期連続の増額となりますが、今後につきましても配当性向等を勘案し、株主の皆様に対する

利益還元を機動的に実施してまいりたいと存じます。

（２）利益配分に関する基本方針

当社は株主各位に対する利益還元を経営の最重要課題として位置づけており、安定的な配当を

新規事業を含めた将来の成長分野への投資に役立てることにしております。また、事業領域を拡大し

ＢｔｏＣなどの新規ビジネスへの積極的な取り組みや、国内外の企業や大学などとのアライアンスを

（４）会社が対処すべき課題

進めることにより、新たなビジネスモデルを構築し、事業領域の拡大、企業価値の向上を図ります。

人材の確保に最注力し、併せて研修の充実による人材の育成に努めてまいります。

競争力を更に高めるために、必要に応じて国内外でのＭ＆Ａや事業提携も積極的に展開してまいり

２．経営方針

（１）経営の基本方針

当社は上場企業としての責任と誇りを持ち、株主、取引先、社員との共存共栄を企業活動の

原点として、最先端の技術を常に探求し、ＩＴを使った快適ライフを創造してゆくことにより、社会の

継続するとともに、業績、株価動向等も総合的に判断し、機動的に利益還元を実施してまいりました。

このような方針に基づき、当社は平成１６年３月期および平成１７年３月期の配当金の増額に引き続き、

平成１８年３月期の期末配当金につきましても１株当たり５円増額し、３０円の配当案を株主総会に

健全な発展に積極的に寄与することを基本方針として活動しております。

付議す る予定であ り ま す 。

た い と 考 え て お り ま す 。

当社は、より一層の高付加価値経営の推進を目指しており、株主資本利益率および営業利益率の

内部留保資金につきましては、企業価値の増大を図るために、既存事業の一層の体質強化ならびに

（個人情報保護を含む）などの各種委員会による指導・教育をはじめとする全社的な取組みを更に推進し、

伴う損害賠償リスクや、訴訟リスクが想定されますが、コンプライアンス委員会、情報セキュリティ委員会

活力のある企業風土の形成に努めてまい り ます 。

事業を遂行するにあたり、開発案件のシステムトラブルや情報漏洩および知的所有権侵害などに

リスク管理の強化・徹底を図ってまいります。

増加するシステム投資ニーズに対応し、また、新規ビジネスを含めた事業の発展を実現するために、

能力のある人材を積極的に登用し、経営の若返りを進めてまいりましたが、より一層推進し、若い元気な
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①当期の概要

整えました。

　部門別の状況は、次の通りです。

　イ．システムソリューションサービス部門

おいては、システムエンジニアの不足が大きな課題となっております。

ソフトウエア開発会社間の選別が進んでまいりました。

このような状況の中、当社グループはより一層の競争力の向上、顧客基盤の強化、収益力の拡大を

目指して活動してまいりました。

また、顧客の直面する課題を解決するために求められるシステムが、複雑・多様化するのに伴い、

情報サービス事業（ソフトウエア開発事業とコンピュータ室運営管理事業）につきましては、当社の

大幅な利益率の改善を実現いたしました。これらの結果、情報サービス事業の連結売上高は

一方、最重要課題として取組んでまいりましたプロジェクトマネジメントの強化により、ソフトウエア開発の

コンピュータシステム姫路、株式会社日鐵物流コンピュータシステム大分の全株式を取得して子会社化し、

生産性の向上、採算性の改善を図ることを目的として、プロジェクトマネジメントの強化に取組んだ

持つトータルソリューションサービスを活かし、顧客ニーズに即した積極的な提案営業を展開した結果、

３ ， ３ ７ ５百万円 （前期比４５ ． ７％増 ） となりました。

当社グループの中核事業であるソフトウエア開発事業を集約し、再編するこれらの施策により、

より同社のシステム子会社である、日鐡物流コンピュータシステム株式会社、株式会社日鐵物流

金融業界向け、サービス業界向け、製造業界向けなど、ほとんどの業界向けの売上高が前年を

営業利益６，３２３百万円（前期比４９．５％増）、経常利益６，４２６百万円（前期比４９．９％増）、当期純利益

（１）経営成績

以上の結果、当期の当社グループの連結業績は、売上高３９，０８２百万円（前期比８．５％増）、

当期のわが国の経済は、企業収益の改善や設備投資の増加に支えられ、個人消費も堅調に

当該事業の総合力を高めるとともに、経営資源の一元化による効率的な事業推進ができる体制を

エヌ・エス・ディ九州株式会社の３社を吸収合併したことに続き、平成１７年１２月１日付けで日鐡物流株式会社

平成１８年４月１日付けで当社に吸収合併することを決議いたしました。

効果により、低採算プロジェクトが激減するとともに個々のプロジェクトの採算が向上し、全体として

ソフトウエアプロダクト事業につきましては、セキュリティ対策のパッケージソフトを中心に、自社開発および

当部門の連結売上高は３７，０５２百万円（前期比７．２％増）となり、全売上高に占める比率は

３．経営成績及び財政状態

推移するなど、景気の着実な回復が感じられる状況でした。

一方、景気の上昇に伴い、多方面でシステム投資に対するニーズが高まる中、情報サービス産業に

品質向上や生産性の向上により採算性向上が図れ、着実に収益力が拡大してきております。

平成１７年４月１日付けで、連結子会社であるＮＳＤソフトウェア株式会社、ＮＳＤ西日本株式会社、

３４，３９４百万円（前期比１０．２％増）と前年に比べて大幅に増加いたしました。

となり前年を下回りましたが、売上総利益率は前期に比べ６．３％改善いたしました。

上回りました。また、見積もり段階からソフトウエア開発全般において、リスクマネジメントの強化、

国内外の有力企業とのアライアンスを引き続き積極的に進めました。一方、利益率の高い品目に

絞り込んだ販売活動の結果、ソフトウエアプロダクト事業の連結売上高は２，６５８百万円（前期比２０．８％減）

９４．８％（前期比１．１％減）となりました。
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連 結 売 上 高 ４１，４００ 百万円 （前期比５．９％増）

連 結 営 業 利 益 ７，１００ 百万円 （前期比１２．３％増）

連 結 経 常 利 益 ７，２００ 百万円 （前期比１２．０％増）

連 結 当 期 純 利 益 ４，１００ 百万円 （前期比２１．５％増）

万円増）となっております。　

万円となりました。

となりました。

によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

ものであります。

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、５７１百万円（同２１．６％減）となりました。

これは、主に投資有価証券の売却による収入（４３０百万円）等があったものの、有形固定資産

（ １ ６ ２百万円 ）及び投資有価証券（ ６ ８ ９百万円 ）の取得による支出等があったことによる

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、５，７８１百万円（前期比６６．８％増）

これは、主に仕入債務の減少 （ ４ ８ ８百万円 ）があったものの、税金等調整前当期純利益

（６，１３７百万円）、売上債権の減少（４８８百万円）及びたな卸資産の減少（４５１百万円）等があったこと

なお、当連結会計年度のキャッシュ・フローは、次のとおりであります。

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資有価証券や有形固定資産

の取得及び、長期借入金の返済による支出がありましたが、前期末に比べ４，０５６百万円増加し、１４，７６５百

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

８ ， １ ６ １ 百 万円 （ 前 期比 ７ ４ １ 百 万円増 ） 、 資 本が ３ ６ ， ９ ６ ９ 百 万円 （ 前 期比 ３ ， ８ ０ ３ 百

新規顧客が増加するとともに、既存顧客の売上も拡大いたしました。

業績は予想と異なる場合があります。

（２）財政状態

当連結会計年度末の財政状態は、資産が４５，２６７百万円（前期比４，５７０百万円増）、負債が

な お 、 平 成 １ ９ 年 ３ 月 期 の 連 結 業 績 見 通 し は 、 次 の と お り で あ り ま す 。

　ロ．人材派遣部門

景気は引き続き堅調な推移が見込まれ、それにつれて顧客のシステム投資ニーズも、ますます増加し

②次期の見通し

多様化することが予想されます。そのような状況の中、当社グループは新たなビジネスモデルの構築に

（ 前 期 比 １ ． １ ％ 増 ） と な り ま し た 。

を 実 現 し て ま い り ま す 。

（注）業績予想につきましては、現時点で合理的と判断される一定の条件に基づき作成しており、実際の

人材派遣部門につきましては、景気の上昇に伴い人材派遣のニーズが高まっており、前期比大幅な

当部門の売上高は２，０３０百万円（前期比３８．８％増）となり、全売上高に占める比率は５．２％

増収を確保することができました。特に金融機関を中心に積極的な営業活動を展開したことにより、

取組むとともに、顧客の課題を解決し企業価値を高めるための事業活動を通してグループの事業発展
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

りました。　　

　　 諸表数値により計算しております。

自 己 資 本 比 率 （％） 79.7 83.2 78.9 81.5 81.7

時価ベースの自己資本比率 （％） 115.7 172.4 142.3 118.6 224.0

債 務 償 還 年 数 （年） 0.5 0.1 0.4 0.3 0.1

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ （倍） 204.5 820.1 120.9 234.3 817.2

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：（営業活動によるキャッシュ・フロー+利払い）／利払い

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであり、いずれも連結ベースの財務

１６年９月中間期 １７年９月中間期 １６年３月期 １７年３月期 １８年３月期

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、１，１６９百万円（同３４．０％減）とな

これは、主に自己株式の売却による収入（３６３百万円）があったものの、長期借入金の返済（３９０百万円）

や自己株式の取得による支出（３９５百万円）等があったことによるものであります。
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４．連結財務諸表等

（１）連結貸借対照表
（単位：百万円）

期　別

科　目 （平成1７年３月３１日現在） （平成1８年３月３１日現在）

（資　産　の　部）

21,196 24,587 3,391

10,870 15,001 4,131

8,600 8,251 △ 348

988 538 △ 450

457 541 84

300 272 △ 27

△ 21 △ 18 2

19,500 20,679 1,178

11,211 10,720 △ 491

6,655 6,269 △ 386

4,026 4,012 △ 14

528 438 △ 90

922 634 △ 287

664 342 △ 322

97 202 104

160 90 △ 70

7,367 9,324 1,957

4,157 6,401 2,243

1,022 1,020 △ 1

350 192 △ 157

1,378 1,363 △ 15

502 397 △ 105

△ 44 △ 50 △ 5

40,697 45,267 4,570

貸 倒 引 当 金

当連結会計年度

そ の 他

土 地

繰 延 税 金 資 産

再評価に係る繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

連 結 調 整 勘 定

ソ フ ト ウ エ ア

資 産 合 計

敷 金 及 び 保 証 金

建 物 及 び 構 築 物

そ の 他

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

固 定 資 産

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

増 減

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

前連結会計年度
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（単位：百万円）

期　別

科　目 （平成1７年３月３１日現在） （平成1８年３月３１日現在）

（負　債　の　部）

5,289 5,618 328

1,598 1,151 △ 446

455 294 △ 160

1,244 1,933 688

612 732 120

1,379 1,506 127

2,130 2,543 412

413 54 △ 359

1,365 1,712 347

275 24 △ 250

73 204 131

3 536 533

- 10 10

7,420 8,161 741

（少数株主持分）

110 135 25

（資　本　の　部）

7,205 7,205 -

6,868 6,922 54

21,795 24,448 2,653

△ 2,009 △ 1,986 22

927 2,030 1,103

△ 92 △ 60 32

△ 1,529 △ 1,591 △ 62

33,166 36,969 3,803

40,697 45,267 4,570負債、少数株主持分及び資本合計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

長 期 未 払 金

固 定 負 債

そ の 他

そ の 他

負 債 合 計

未 払 法 人 税 等

長 期 借 入 金

役員退職慰労引当金

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

資 本 合 計

少 数 株 主 持 分

当連結会計年度
増 減

前連結会計年度

資 本 金

土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式
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（２）連結損益計算書
（単位：百万円）

期　別
科　目

36,028 39,082 3,054

27,683 29,158 1,474

8,345 9,924 1,579

4,116 3,601 △ 515

4,228 6,323 2,095

3 12 9

23 38 14

10 33 22

19 - △ 19

37 40 3

計 94 125 30

16 7 △ 8

12 5 △ 7

8 10 2

計 36 22 △ 13

4,287 6,426 2,139

15 4 △ 10

26 225 198

- 3 3

19 - △ 19

- 28 28

- 23 23

計 61 285 223

312 - △ 312

9 82 72

62 15 △ 47

- 31 31

19 66 46

1 - △ 1

- 268 268

60 110 49

計 465 573 108

3,883 6,137 2,254

1,835 2,758 923

△ 91 - 91

△ 158 △ 23 134

△ 17 27 45

2,316 3,375 1,059

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他

還 付 法 人 税 等

減 損 損 失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

投 資 有 価 証 券 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

そ の 他

コミットメントライン設定手数料

過 年 度 損 益 修 正 損
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損

固 定 資 産 売 却 損

少 数 株 主 利 益 （ △ 損 失 ）

当 期 純 利 益

特 別 利 益

契 約 解 除 金

保 険 解 約 金

営 業 利 益

そ の 他

そ の 他

固 定 資 産 除 却 損

経 常 利 益

還 付 消 費 税 等

固 定 資 産 売 却 益

売 上 高

売 上 原 価

販売 費及 び一 般管 理費

売 上 総 利 益

受 取 利 息
営 業 外 収 益

支 払 利 息

受 取 配 当 金

受 取 家 賃

営 業 外 費 用

至平成1７年３月３１日
（ ）

自平成1７年４月 1 日自平成1６年４月 1 日

至平成1８年３月３１日
（

当連結会計年度前連結会計年度

）
増 減

た な 卸 資 産 処 分 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損
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（３）連結剰余金計算書
（単位：百万円）

期　別 　
科　目

6,868 6,868 0

0 54 54

0 30 30

- 24 24

6,868 6,922 54

20,094 21,795 1,701

2,318 3,375 1,056

2,316 3,375 1,059

2 - △ 2

616 722 105

547 617 70

69 58 △ 11

- 24 24

- 22 22

21,795 24,448 2,653

当連結会計年度前連結会計年度

（
増 減

（
至平成1８年３月３１日

）
自平成1７年４月 1 日

）
自平成1６年４月 1 日

至平成1７年３月３１日

（ 資本剰余金の部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（利益剰余金の部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

自 己 株 式 処 分 差 益

連結子会社合併による
資 本 剰 余 金 増 加 高

土地再評価差額金取崩額

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

利 益 剰 余 金 増 加 高

当 期 純 利 益

土地再評価差額金取崩額

連結子会社合併による
利 益 剰 余 金 減 少 高
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

期　別
科　目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,883 6,137 2,254
減 価 償 却 費 822 688 △ 133
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 101 117 15
貸 倒 引 当 金 の 減 少 額 △ 0 △0 △ 0
賞 与 引 当 金 の 増 加 （ △ 減 少 ） 額 44 △ 63 △ 108
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 236 200 △ 35
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 減 少 額 △ 161 △ 101 59
た な 卸 資 産 処 分 損 1 - △ 1
投 資 有 価 証 券 評 価 損 19 66 46
投 資 有 価 証 券 売 却 益 - △ 225 △ 225
投 資 有 価 証 券 売 却 損 - 31 31
固 定 資 産 売 却 益 △ 15 △ 4 10
固 定 資 産 売 却 損 9 82 72
固 定 資 産 除 却 損 62 15 △ 47
過 年 度 損 益 修 正 損 312 - △ 312
減 損 損 失 - 268 268
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 26 △ 51 △ 24
支 払 利 息 16 7 △ 8
売 上 債 権 の 減 少 額 167 488 320
た な 卸 資 産 の 減 少 (△ 増 加 ） 額 △ 328 451 780
その他流動資産の減少（△増加）額 △ 14 46 60
そ の 他 投資等の減少 （ △ 増加 ） 額 △ 11 20 31
仕 入 債 務 の 減 少 額 △ 147 △ 488 △ 340
未 払 消 費 税 等 の 増 加 額 255 19 △ 235
その他流動負債の増加（△減少）額 △ 252 50 302
役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 69 △ 58 11
そ の 他 △ 22 73 96

小 計 4,880 7,771 2,890
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 26 51 24
利 息 の 支 払 額 △ 14 △ 7 7
還 付 法 人 税 等 の 受 取 額 60 - △ 60
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,487 △ 2,033 △ 546
営業活動によ るキ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 3,465 5,781 2,315

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 161 △ 60 101
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 1 0 △ 1
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 781 △ 162 619
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 69 42 △ 26
無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 385 △ 110 274
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 220 △ 689 △ 469
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 122 430 308
連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 - △ 116 △ 116
敷金及び保証金の払戻による収入 569 45 △ 523
ゴ ル フ 会 員権の売却に よ る 収入 48 14 △ 33
そ の 他 8 33 24
投資活動によるキャッシュ ・フロー △ 729 △ 571 157

（単位：百万円）

増 減
前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
自平成1 ６年４月 1 日

)至平成1７年３月３１日 ( )
自平成1 ７年４月 1 日

至平成1８年３月３１日(
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期　別
科　目

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △ 1,150 △ 130 1,020
長 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入 250 - △ 250
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 33 △ 390 △ 356
配 当 金 の 支 払 額 △ 547 △ 617 △ 70
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 291 △ 395 △ 104
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 - 363 363
そ の 他 △ 1 - 1
財務活動によ るキ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 1,773 △ 1,169 603

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 6 16 10
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 969 4,056 3,086
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 9,739 10,708 969
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 10,708 14,765 4,056

当 連 結 会 計 年 度

)

前 連 結 会 計 年 度

(
自平成1７年４月 1 日 増 減
至平成1８年３月３１日至平成1７年３月３１日 )(

自平成 1 ６年４月 1 日

－１１－



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
　子会社は全て連結しております｡当該連結子会社は下記の１１社であります｡

（注）

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法を適用する会社

該当ありません。
（２）持分法を適用しない関連会社

㈱福島県中央計算センター
（３）持分法を適用しない理由

あります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

４．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券
その他有価証券

　時価のあるもの

却原価は移動平均法により算定しております｡）

　時価のないもの 移動平均法による原価法

（ロ）たな卸資産
商 品 個別法による原価法
仕 掛 品 個別法による原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
（イ）有形固定資産
定率法

ります。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～６０年

（ロ）無形固定資産
ソフトウエア

等配分額のいずれか大きい金額
自社利用ソフトウエアは、見込利用可能期間（5年以内）による定額法

そ の 他 定額法
（ハ）その他の投資 定額法
（３）重要な引当金の計上基準
（イ）貸倒引当金

ます。
（ロ）賞与引当金

ＮＳＤビジネスサービス㈱、㈱ＦＳＫ、㈱ディ・アクセス、エヌ・アイ・コンサルティング㈱、日本インターワールド㈱、
アイ・ディ・ジェイ㈱、㈱エヌ・エス・ディシステム研究所、ＮＳＤ ＡＭＥＲＩＣＡ ＩＮＣ．、㈱ＮＳＤ名古屋
システムズ、㈱ＮＳＤ姫路システムズ、㈱ＮＳＤ大分システムズ

連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないためで

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。

３．平成１８年１月１日付けで、ＮＳＤ ＡＭＥＲＩＣＡ ＩＮＣ．は子会社（当社の孫会社）であるＮＳＤ ＳＥＣＵＲＩＴＹ，

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております｡

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法によってお

市販用ソフトウエアは、見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（3年以内）の均

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率法により計上するほか、

日の株式取得により連結子会社となりました。なお、損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書につき
ましては、平成１７年１２月１日より連結の範囲に含めております。

ＩＮＣ．を吸収合併しております。

１．平成１７年４月１日付けで、当社はＮＳＤソフトウェア㈱、ＮＳＤ西日本㈱及びエヌ・エス・ディ九州㈱の
３社を吸収合併しております。

２．㈱ＮＳＤ名古屋システムズ、㈱ＮＳＤ姫路システムズ及び㈱ＮＳＤ大分システムズは、平成１７年１２月１
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（ハ）退職給付引当金

により翌連結会計年度から費用処理することとしております。
（ニ）役員退職慰労引当金

（４）重要なリース取引の処理方法

（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当期の費用として処理しております｡

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております｡

６．連結調整勘定の償却に関する事項
　 連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております｡

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

ております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

償還期限の到来する短期投資からなっております。

会計処理の変更
１．固定資産の減損に係る会計基準

２６８百万円減少しております。

注記事項

（連結貸借対照表関係）
（ ） （ ）

１． 2,883 百万円 3,158 百万円

２．
（ ） （ ）

25 百万円 25 百万円

３．土地再評価

平成１４年３月３１日

帳簿価額との差額

号）第２条第５号に定める不動産鑑定士の鑑定評価額による方法及び第２条第

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１４年）による定額法

百万円
再評価を行った土地の当期末
における時価と再評価後の

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております 。

再評価を行った年月日

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成１０年３月３１日公布政令第１１９

△ 1,100 百万円

再 評 価 の 方 法

３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法。

△918

従業員の退職給付に備えるため､当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。

当社は、「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に関する法律

差額から再評価に係る繰延税金資産を控除した金額を土地再評価差額金として資本の部に計上しております｡

関連会社に対するものは、以下のとおりであります。

投資有価証券（株式）

の一部を改正する法律」（平成１１年３月３１日公布法律第２４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価

有形固定資産の減価償却累計額
前連結会計年度末 当連結会計年度末

前連結会計年度末 当連結会計年度末

により費用処理しております。
数理計算上の差異は､その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１４年）による定額法

当社は従来、役員の退職慰労金の支出にあてるため内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、
平成１７年６月に役員退職慰労金制度を廃止し、廃止時の要支給額を取締役並びに監査役の退任時
に支給することといたしました。これにより当連結会計年度におきましては、「役員退職慰労引当金」

平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１５年１０月３１
企業会計基準適用指針第６号）を当連結会計年度から適用しております。これにより税金等調整前当期純利益は

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

１５１百万円を取崩し、固定負債の「長期未払金」に計上しております。
なお、連結子会社につきましては、従来通り内規に基づく期末要支給額を計上しております。

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会
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４．担保資産及び担保付債務
（ ） （ ）

担保に供している資産は、次のとおりであります。
84 百万円 80 百万円
169 百万円 169 百万円
97 百万円 － 百万円
350 百万円 249 百万円

担保付債務は次のとおりであります。
230 百万円 250 百万円

（１年以内に返済予定のものを含む） 288 百万円 98 百万円
518 百万円 348 百万円

５．当社の発行済株式総数
25,586 千株 25,586 千株

６．連結会社が保有する自己株式の数
884 千株 856 千株

（連結損益計算書関係）
（ ） （ ）

１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額
1,657 百万円 1,330 百万円
48 百万円 35 百万円
63 百万円 17 百万円
274 百万円 224 百万円
433 百万円 371 百万円
515 百万円 436 百万円
195 百万円 58 百万円

２．
ません。

３．減損損失の内容
　　（当連結会計年度）
　当社グループは減損の兆候を判定するにあたり、重要な遊休不動産を除き、主として事業会社毎を１つの資産グル
ープとしてグルーピングを行っております。当連結会計年度においては、連結子会社であるアイ・ディ・ジェイ㈱の
電子認証事業に係る営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっているため、関連する資産を回収可能価額
まで減額し、減損損失として２６８百万円を特別損失に計上しております。減損損失の内容は次の通りであります。

なお、回収可能価額は使用価値により算定しておりますが、当該資産グループについては、将来キャッシュ・フローに
基づく使用価値がマイナスであるため、回収可能価額はないものとして減損損失を認識しております。

４．特別損益の内容
イ．固定資産売却益

14 百万円 3 百万円
1 百万円 0 百万円
15 百万円 4 百万円

ロ．固定資産売却損
8 百万円 81 百万円
0 百万円 0 百万円
9 百万円 82 百万円

ハ．固定資産除却損
2 百万円 2 百万円
14 百万円 12 百万円
45 百万円 - 百万円
- 百万円 0 百万円
62 百万円 15 百万円

３１

ソフトウエア
その他（工具器具備品）

リース資産

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は前項のとおりであります。なお、製造費用に含まれるものはあり

用途 種類
２２８

金額（百万円）

計

ソ フ ト ウ エ ア

電子認証業務 ８

建 物 及 び 構 築 物

当連結会計年度末

土 地 、 建 物 及 び 構 築 物

減 価 償 却 費
研 究 開 発 費

役員退職慰労引当金繰入額
福 利 厚 生 費
賃 借 料

給 料 手 当

そ の 他
計

計

土 地 、 建 物 及 び 構 築 物
そ の 他

そ の 他

賞 与 引 当 金 繰 入 額

前連結会計年度末

工 具 器 具 及 び 備 品

短 期 借 入 金
長 期 借 入 金

計

普 通 株 式

普 通 株 式

投 資 有 価 証 券
計

前連結会計年度末 当連結会計年度末

建 物 及 び 構 築 物
土 地
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（連結キャッシュフロー計算書関係）
１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（ ） （ ）
10,870 百万円 15,001 百万円
△ 161 百万円 △ 236 百万円
10,708 百万円 14,765 百万円

（リース取引関係）
EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。

現 金 及 び 現 金 同 等 物

前連結会計年度末 当連結会計年度末
現 金 及 び 預 金 勘 定
預入期間が３か月を超える定期預金
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（有価証券関係）

前連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１７年３月３１日）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

①

②

③

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

①

②

③

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成１６年４月１日至平成１７年３月３１日）

(単位：百万円）

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１７年３月３１日）

その他有価証券

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成１７年３月３１日）

①

②

－ －

－ － －

－

－

(単位：百万円）

１年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

-

(単位：百万円）

－

合 計

-

債 券

株 式

債 券

株 式

そ の 他

そ の 他

そ の 他

合 計

区 分 １年以内

債 券

-

-

-

-

- --

- -

282

売却損の合計額

種 類 連結貸借対照表計上額

－26122

売 却 額 売却益の合計額

非 上 場 外 国 株 式

非上場株式（店頭売買株式を除く）

417

135

-

(単位：百万円）

小 計

小 計

合 計 1,570

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

△ 21

1,592

－ －

1,592

△ 21

84

3,7142,144

3,630

3,630

84

105

－

2,038

－

2,038

105
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当連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

①

②

③

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

①

②

③

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成１７年４月１日至平成１８年３月３１日）

(単位：百万円）

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１８年３月３１日）

その他有価証券

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成１８年３月３１日）

①

②

合 計 -

- - -

- -債 券 - -

連結貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く）

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

31430 225

3,415合 計 2,278 5,694

5 5 △0

- -

-

△0

小 計 2,273 5,689 3,415

-債 券

株 式 5

- - -そ の 他

-- -

差 額

株 式 5,689 3,4152,273

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額

5

681

１年超５年以内

(単位：百万円）

債 券

そ の 他

区 分 １年以内

80非 上 場 外 国 株 式

小 計

合 計

種 類

(単位：百万円）

そ の 他

-

５年超１０年以内

600

-

- -

(単位：百万円）

１０年超

-

-
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（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません｡

当連結会計年度（自平成１７年４月１日 至平成１８年３月３１日）
該当事項はありません｡

（退職給付会計関係）
１．採用している退職給付制度の概要
前連結会計年度（自平成１６年４月１日　至平成１７年３月３１日）

当連結会計年度（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）

２．退職給付債務に関する事項
（ ） （ ）

退職給付債務 退職給付債務
年金資産 年金資産
未積立退職給付債務(イ+ロ） 未積立退職給付債務(イ+ロ）
未認識数理計算上の差異 未認識数理計算上の差異
未認識過去勤務債務 未認識過去勤務債務
連結貸借対照表計上額純額(ハ+ニ+ホ） 連結貸借対照表計上額純額(ハ+ニ+ホ）

前払年金費用 前払年金費用
退職給付引当金（ヘ-ト） 退職給付引当金（ヘ-ト）

(注） (注）

 　 を採用しております。  　 を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項
（ ） （ ）

勤務費用 勤務費用
利息費用 利息費用
期待運用収益 期待運用収益
数理計算上の差異の費用処理額 数理計算上の差異の費用処理額
過去勤務債務の費用処理額 過去勤務債務の費用処理額
退職給付費用（イ+ロ+ハ+ニ+ホ） 退職給付費用（イ+ロ+ハ+ニ+ホ）

(注） (注）

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
（ ） （ ）

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
割引率 ２．５％ 割引率 ２．５％
期待運用収益率 １．０％ 期待運用収益率 １．０％
過去勤務債務の額の処理年数 ５～１４年 過去勤務債務の額の処理年数 １４年
（ （

おります。） おります。）

数理計算上の差異の処理年数 ５～１４年 数理計算上の差異の処理年数 １４年
（ （

年度から費用処理することとしております。） 年度から費用処理することとしております。）

簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は｢イ 勤務

へ 474

ハ

百万円 

百万円 

一定の年数による定額法により、翌連結会計

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額法により費用処理して

466

百万円 

百万円

百万円

△ 34

当 連 結 会 計 年 度
357
123

百万円 

ニ

イ
ロ
ハ

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
ホ

ヘ
△ 772
△ 1,356

ト

ニ 百万円923
ホ 百万円

前連結会計年度（自平成１６年４月１日 至平成１７年３月３１日）

イ
ロ

百万円 △ 5,729△ 5,109
4,118

当社及び連結子会社は、確定給付型の退職給付制度を有しており、うち当社及び連結子会社３社は、連合型

の企業年金基金制度、その他の連結子会社は適格退職年金制度又は退職一時金制度を有しております。

3,602
△ 1,506

当社及び連結子会社は、確定給付型の退職給付制度を有しており、うち当社及び連結子会社１社は、連合型

の企業年金基金制度、その他の連結子会社は適格退職年金制度又は退職一時金制度を有しております。

当連結会計年度末

百万円 百万円

百万円百万円

前連結会計年度末
イ

チ

△ 1,701
11

ハ

ト
△ 1,712チ

ハ

百万円8

百万円

△ 1,610
615ニ 百万円

百万円 百万円

ロ

ヘ
ホ △ 705 百万円

百万円
１.一部の連結子会杜は､退職給付債務の算定にあたり､簡便法

２.前払年金費用は連結貸借対照表の流動資産｢その他｣に含め

　 て表示しております。

１.一部の連結子会杜は､退職給付債務の算定にあたり､簡便法

２.前払年金費用は連結貸借対照表の流動資産｢その他｣に含め

　 て表示しております。

△ 1,365

ロ118
329

百万円 

前 連 結 会 計 年 度

109 95

イ

百万円 

百万円 

△ 57

百万円 

ロ

ニ
ハ

イ

百万円 

百万円 △ 32

イ

ホ
ニ

前 連 結 会 計 年 度

ロ
ハ

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額法により費用処理して

ホ

ニ

当 連 結 会 計 年 度

一定の年数による定額法により、翌連結会計
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

費用｣に計上しております。

ホ
へ

簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は｢イ 勤務

費用｣に計上しております。

百万円 △ 67
百万円 

－１８－



（税効果会計関係）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（ ） （ ）
（ ）

百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円

（ ）
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円

２．

（ ） （ ）
法定実効税率 ４０．７
（調整）

３．１
０．８

れない項目

０．１
税効果適用後の法人税等の負担率 ４４．６

（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報
前連結会計年度（自平成１６年４月１日　至平成１７年３月３１日）

当連結会計年度（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）

２．
前連結会計年度（自平成１６年４月１日　至平成１７年３月３１日）

を超えているため所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

112
172
593

2,085
290

そ の 他
△ 697

159

当連結会計年度
繰延税金資産

事業の種類として「システムソリューションサービス事業」及び「人材派遣事業」に区分しておりますが、全セグメント

損金不算入の営業権償却額

受取配当金等永久に益金に算入さ

当連結会計年度前連結会計年度

れない項目

当該実効税率と税効果会計適用
後の法人税との負担率との差異
が、法定実効税率の１００分の５以
下であるため注記を省略しており
ます。

％

％
％

△ 1,393

△ 1,447

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

△ 1

繰 延 税 金 資 産 の 純 額
なお上記のほか、土地再評価に係る繰延
税金資産１，３７８百万円を固定資産に計上
しております。

△ 1
その他有価証券評価差額金

繰 越 欠 損 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 50

761
263
2,394

プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金

△ 584
繰 延 税 金 資 産 合 計

△ 749

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 否 認

-

欠損子会社の未認識税務利益

1,644

繰 延 税 金 資 産 小 計
評 価 性 引 当 額

なお上記のほか、土地再評価に係る繰延税金
資産１，３６３百万円を固定資産に計上してお
ります。

△ 1△ 5

繰 延 税 金 負 債 合 計

未 払 事 業 税 否 認
賞 与 引 当 金 繰 入 額 否 認

未 払 役 員 退 職 慰 労 金

110

前連結会計年度

692
298

61

249
555

の売上高の合計、営業利益の合計金額に占める「システムソリューションサービス事業」の割合がいずれも９０％を

所在地別セグメント情報

145
役員退職慰労引当金繰入額否認

研 究 開 発 費 否 認

なった主な項目別の内訳

197

繰延税金負債

△ 51

804

1,501

△ 638

10

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合が、いずれも９０％

超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

そ の 他

の売上高の合計、営業利益の合計金額に占める「システムソリューションサービス事業」の割合がいずれも９０％を

％

事業の種類として「システムソリューションサービス事業」及び「人材派遣事業」に区分しておりますが、全セグメント

０．３ ％

％

△０．４ ％

交際費等永久に損金に算入さ

－１９－



当連結会計年度（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）

を超えているため所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３．
前連結会計年度（自平成１６年４月１日　至平成１７年３月３１日）

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

（関連当事者との取引）
前連結会計年度（自平成１６年４月１日　至平成１７年３月３１日）
該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日）
該当事項はありません。

（１株当たり情報）
（ ） （ ）

銭
銭

(注）１．

２．

（ ） （ ）
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
千株 千株
千株 千株
千株 千株

18,403個） 3,784個）
在株式の概要

とおりであります。

316
316

普 通 株 式 増 加 数
（ う ち 新 株 予 約 権 ）

－
－

前連結会計年度

03 134 円
銭

24,804

円
潜在株式調整後

円
3291 円１株当たり当期純利益金額

１ 株 当 た り 純 資 産 額
銭

円35 461,340 1,492

新株予約権４種類

61
3,313

１株当たり当期純利益金額

3,375

－
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、前連結会計年度末は、希薄化効果を有している

銭132 62

潜在株式が存在しないため記載しておりません。
１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の

益金額の算定に含めなかった潜

前連結会計年度

2,316
58
58（うち利益処分による役員賞与金）

普通株式に係る当期純利益

（新株予約権の数

期 中 平 均 株 式 数

希薄化効果を有しないため、潜

24,670

株式調整後1株当たり当期純利
新株予約権 １種類

当連結会計年度
当 期 純 利 益
普通株主に帰属しない金額

2,258

61

当連結会計年度

海外売上高

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合が、いずれも９０％

（新株予約権の数

－２０－



５．部門別生産、受注及び販売の状況

（１） （単位：百万円）

生産高はシステムソリューションサービスのうち、ソフトウエア開発にかかわるものであります。

（２） （単位：百万円）

（注） 受注高及び受注残高はシステムソリューションサービスのうち、ソフトウエア開発にかかわるものであります。

（３） 部門別販売高 （単位：百万円、％）

期　別

部　門

）
至 平 成 １ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日

37,052

27,094 29,500 2,405

当連結会計年度

2,125

金　　額 構成比

自 平 成 １ ６ 年 ４ 月 １ 日

6.8

）
至 平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日

自 平 成 １ ７ 年 ４ 月 １ 日

94.8

（

39,082 100.0 +8.5

△ 698 △ 20.8

568 +38.8

3,184 +10.2

3,054

増 減

増 減

1,446

+7.2

会計年度末
増 減

2,486

△ 679

金　　額 前期比

会計年度末

当連結会計年度

（

（注）

）

受 注 高
当 連 結

会 計 年 度

（

システムソリューションサービス 2,555

当 連 結

受 注 残 高

29,834

前 連 結

自 平 成 １ ７ 年 ４ 月 １ 日
）

至 平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日

増 減

34,394 88.0

2,658

2,030 5.2

部門別生産高

部門別受注高

27,278

前連結会計年度

前連結会計年度
自 平 成 １ ６ 年 ４ 月 １ 日

至 平 成 １ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日

部　　　　門

システムソリューションサービス

部　　　　門

合　　計

前 連 結

会 計 年 度

（

36,028 100.0

3,356

1,462

86.6

4.1

9.3

31,209

金　　額 構成比

34,566 95.9

情 報 サ ー ビ ス

ソフ トウエアプロダク ト

人 材 派 遣

システムソリューションサービス

－２１－



平成１８年３月期

株式会社 日本システムディベロップメント
９７５９

（ＵＲＬ　http://www.nsd.co.jp/)

定時株主総会開催日

（１単元 100株）

百万円 百万円

①期中平均株式数

②会計処理の方法の変更

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（ ）

①期末発行済株式数
②期末自己株式数

単 元 株 制 度 の 有 無 有

平成18年6月29日

2,200
3,451

4,533
6,238

△ 34.2
56.9

△ 1.1
11.6

30,559

当期純利益

4,385
6,068

当 期 純 利 益

１ ８ 年 ３ 月 期

25

銭％

株 主 資 本

百万円

30 00 2.0
00 00 617

30 00

銭円

30

971,516

１株当たり株主資本

261,361

※業績予想につきましては、現時点で合理的と判断される一定の条件に基づき作成しており、実際の業績は予想と大幅に異

24,729,850

２ ．１９年３月期の業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

百万円

売 上 高 経 常 利 益

4,000

百万円

株

円

なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料の４ページをご参照下さい｡

00

1.8

銭

84.4

期 末

円

百万円

１７年３月期
884,771

中 間

24,701,309

１株当たり年間配当金

銭

84.8

株主資本比率

3,000

株

円

株１８年３月期

000

当期純利益

(注）
856,230

通 期 35,800 6,800
1,700

（３）財政状態

総 資 産

39,715
44,503

１ ７ 年 ３ 月 期

百万円

１８年３月期

37,569
33,682

円 銭 銭円

30
000

円

１ ８ 年 ３ 月 期

0
銭 円

１株当たり年間配当金

無

(注）

１ ７ 年 ３ 月 期

当期純利益率 経常利益率

銭％

１ 株 当 た り

円 銭

潜 在 株 式 調 整 後

百万円

１ ８ 年 ３ 月 期

中 間 期 16,900

１ ７ 年 ３ 月 期

１ ８ 年 ３ 月 期

（２）配当状況

１８年３月期

137

25
00

36

24,670,441

中 間

株

135

00

86

総 資 本

％

株 主 資 本

株 １７年３月期

28.9

百万円

741
％

21.8

経常利益率１株当たり当期純利益

％％

１７年３月期

69

平成１８年５月１０日

上場取引所

本社所在都道府県

東・大

大阪府

個別財務諸表の概要

百万円

売 上 高

94

株主資本
配 当 率

24,804,366

18.314.8
－ 6.7 14.811.6

％
期 末

配当金総額
年 間

配当性向

１．１８年３月期の業績(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

１ ７ 年 ３ 月 期
34,090

株

－
9.7

売 上 高

（１）経営成績

％

経 常 利 益

％ ％

営 業 利 益

9.5
37.6

8.5
38.4

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号

代 表 者

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

ＴＥＬ（０３）３３４２－１２５０

冲 中 一 郎

配当金支払開始予定日

平成１８年５月１０日

広 報 室 長 近 藤 潔

決算取締役会開催日

平成１８年６月３０日

代表取締役社長

有中間配当制度の有無

 （参考）１株当たり予想当期純利益(通期） 銭円161 75

－２２－



７．個別財務諸表等
（１）比較貸借対照表

（単位：百万円）

期　別

科　目 （平成１７年３月３１日現在） （平成１８年３月３１日現在）

（資　産　の　部）

18,873 22,467 3,594

9,394 13,264 3,870

66 19 △ 47

7,284 7,204 △ 79

84 48 △ 36

876 451 △ 425

95 94 △ 1

390 406 15

612 880 268

91 113 21

△ 21 △ 14 6

20,841 22,035 1,193

10,914 10,435 △ 478

6,456 6,091 △ 364

96 83 △ 13

11 12 1

492 398 △ 94

3,857 3,843 △ 14

- 6 6

589 430 △ 159

432 341 △ 90

156 88 △ 68

9,338 11,169 1,832

4,003 6,376 2,372

1,954 2,036 82

972 996 24

222 236 14

247 135 △ 112

572 51 △ 521

1,378 1,363 △ 15

28 30 2

△ 42 △ 57 △ 15

39,715 44,503 4,788

短 期 貸 付 金

当　　　　　　　期
増 減

前　　　　　　　期

仕 掛 品

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

資 産 合 計

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

土 地

繰 延 税 金 資 産

工 具 器 具 及 び 備 品

建 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

構 築 物

車 両 運 搬 具

貸 倒 引 当 金

そ の 他

関 係 会 社 株 式

再評価に係る繰延税金資産

繰 延 税 金 資 産

入 会 金

保 険 積 立 金

投 資 有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

受 取 手 形

前 払 費 用

売 掛 金

商 品

－２３－



（単位：百万円）

期　別
科　目 （平成１７年３月３１日現在） （平成１８年３月３１日現在）

（負　債　の　部）

4,096 4,364 267

1,438 1,073 △ 365

487 460 △ 27

49 51 2

1,132 1,721 589

309 312 3

22 32 9

109 156 46

503 508 4

43 47 4

1,935 2,569 634

1,114 1,403 288

253 - △ 253

350 - △ 350

143 951 807

73 204 131

- 10 10

6,032 6,933 901

（資　本　の　部）

7,205 7,205 -

6,868 6,922 54

6,868 6,892 24

0 30 30

0 30 30

22,228 25,005 2,776

409 416 7

18 8 △ 10

77 75 △ 1

10,250 12,280 2,030

11,473 12,224 750

△ 2,009 △ 1,986 22

その他有価証券評価差額金 917 2,013 1,096

△ 1,529 △ 1,591 △ 62

33,682 37,569 3,886

39,715 44,503 4,788負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 合 計

役員退職慰労引当金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

退 職 給 付 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

長 期 未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

増 減

未 払 法 人 税 等

当　　　　　　　期

未 払 金

流 動 負 債

前　　　　　　　期

買 掛 金

負 債 合 計

未 払 消 費 税 等

前 受 金

債務保証損失引当金

そ の 他

自 己 株 式

土地再評価差額金

別 途 積 立 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

自 己 株 式 処 分 差 益

－２４－



（２）比較損益計算書

期　別
科　目

30,559 34,090 3,531
22,806 25,068 2,261
7,753 9,022 1,269
3,367 2,954 △ 412
4,385 6,068 1,682

71 77 5
55 74 19
19 - △ 19
27 29 1

計 175 181 6

7 - △ 7
12 5 △ 7
7 5 △ 2

計 27 10 △ 16
4,533 6,238 1,705

15 4 △ 10
6 3 △ 2
26 225 198

計 48 233 184

8 82 73
14 12 △ 2
368 - △ 368
350 - △ 350
143 457 313
0 - △ 0
61 143 82

計 947 695 △ 251
3,634 5,776 2,141
1,700 2,507 807
△ 265 △ 182 82
2,200 3,451 1,251
9,271 8,810 △ 461
2 △ 22 △ 25
- 133 133
- △ 148 △ 148

11,473 12,224 750

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

関 係 会 社 株 式 評 価 損

債務保証損失引当金繰入額

保 険 解 約 金

コミットメントライン設定手数料

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

特 別 損 失

支 払 利 息

前　　　　　　　期

至平成１８年３月３１日至平成１７年３月３１日
（
自平成１６年４月 １ 日

当　　　　　　　期

（

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 家 賃

受 取 利 息 ・ 配 当 金

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

土地再評価差額金取崩額

合併による未処分利益受入額

合併による子会社株式消却損

増 減自平成１７年４月 １ 日

そ の 他

雑 収 入

経 常 利 益

雑 損 失

固 定 資 産 売 却 損

営 業 損 益 の 部

営 業 外 損 益 の 部

））

（ 特 別 損 益 の 部 ）

（単位：百万円）

た な 卸 資 産 処 分 損

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 売 却 益

（ 経 常 損 益 の 部 ）

－２５－



（３）比較利益処分案
（単位：百万円）

期　別 　　　

科　目 （平成1７年３月期） （平成1８年３月期）

11,473 12,224 750

10 5 △ 4

1 1 △ 0

11,485 12,232 746

617 741 124

58 55 △ 3

2,000 3,000 1,000

8,810 8,435 △ 374

（注） プログラム等準備金取崩額及び固定資産圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法に基づくものであります。

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

取 締 役 賞 与 金

任 意 積 立 金

利 益 配 当 金

これを次の通り処分します｡

増 減

プログラム等準備金取崩額

固定資産圧縮積立金取崩額

合　　　　　　　計

当 期 未 処 分 利 益

当　　　　　　　期前　　　　　　　期

－２６－



重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

し、売却原価は移動平均法により算定しております｡）

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
個別法による原価法
個別法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
定率法

ては、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
３～６０ 年
１０～３０ 年

６ 年
３～１５ 年

内）の均等配分額のいずれか大きい金額
自社利用ソフトウエアは、見込利用可能期間（５年以内）による定額法
定額法
定額法

４．引当金の計上基準

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

見込額に基づき計上しております。

（１４年）による定額法により費用処理しております｡

年数（１４年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。
役員退職慰労引当金

に計上しております。
投資損失引当金

５．リース取引の処理方法

ております。

６．その他財務諸表作成のための重要な事項

会計処理の変更
１．固定資産の減損に係る会計基準
　

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア

退職給付引当金

その他の投資

従来、役員の退職慰労金の支出にあてるため内規に基づく期末要支給額を計上

を取締役並びに監査役の退任時に支給することといたしました。これにより当期におき

数理計算上の差異は､その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

ます｡

その他有価証券

商 品
仕 掛 品

有 形 固 定 資 産

時価のあるもの

時価のないもの

率法により計上するほか、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付債務及び年金資産の

過去勤務債務は､その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

そ の 他

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）につい

市販用ソフトウエアは、見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（３年以

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため､一般債権については貸倒実績

建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
工具器具及び備品

子会社への投資にかかわる損失に備えるため、子会社の財政状態を勘案
して損失負担見積額を計上しております。

税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当期の費用として処理しており消費税等の処理方法

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リ

しておりましたが、平成１７年６月に役員退職慰労金制度を廃止し、廃止時の要支給

ましては、「役員退職慰労引当金」１５１百万円を取崩し、固定負債の「長期未払金」

損益に与える影響はありません。

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会
平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号）を当事業年度から適用しております。これによる

－２７－



注記事項

（貸借対照表関係）
１．有形固定資産の減価償却累計額

（ ） （ ）
百万円 百万円

２．会社が発行する株式及び発行済株式総数
（ ） （ ）

千株 千株

について、これに相当する株式数を減ずることとなっております。

千株 千株

３．

おります｡

５．配当制限

あります｡

（損益計算書関係）
１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

（ ） （ ）
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円

２．
ません。

３．特別損益の内容
（ ） （ ）

イ． 固定資産売却益の内容
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円

ロ． 固定資産売却損の内容
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円

343賃 借 料

給 料 手 当
39

1,311

採 用 教 育 費
233福 利 厚 生 費
71

59

884 千株 856普通株式 普通株式

2,834

前 期

商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額は２，０１３百万円で

百万円

千株

再 評 価 の 方 法

前 期 末 当 期 末

前 期 末

再評価を行った年月日
再評価を行った土地の当期末における

100,000

第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法。

当社は、「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」（平成１１年３月３１日公布法律第２４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い､

時価と再評価後の帳簿価額との差額 △ 918

自己株式

3

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は前項のとおりであります。なお、製造費用に含まれるものはあり

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場合には、会社が発行する株式

減 価 償 却 費

-

普 通 株 式 25,586

58

当 期前 期

研 究 開 発 費

当 期

433

-
0

15

-

0
0
81

4
0

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成１０年３月３１日公布政令第１１９

平成１４年３月３１日

号）第２条第５号に定める不動産鑑定士の鑑定評価額による方法及び第２条

186
32

百万円

82

発 行 済 株 式 総 数

100,000

25,586

賞 与 引 当 金 繰 入 額
役員退職慰労引当金繰入額

発 行 株 式 総 数

再評価差額から再評価に係る繰延税金資産を控除した金額を土地再評価差額金として資本の部に計上して

普 通 株 式

土地、建物及び構築物 8

1
14

460

４．

14

1,023
25

当 期 末

2,536

185

計
車 両 運 搬 具
建 物
土地、建物及び構築物

8

△ 1,100

工 具 器 具 及 び 備 品
車 両 運 搬 具

計

398

－２８－



ハ． 固定資産除却損の内容
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円

４．関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。
（ ） （ ）

百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円

（リース取引関係）
EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
前期及び当期のいずれにおいても、該当事項はありません。

（税効果会計関係）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（ ） ( )

百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円

（ ） （ ）

百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円

円を固定資産に計上しております。 円を固定資産に計上しております。

２．
なった主な項目別の内訳

387

（ 前　　　　　　  　 期  ）

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 否 認

繰 延 税 金 資 産

   ( 当                  期 )

△ 687

繰 延 税 金 資 産 合 計

145
19
53
118
1,891

なお上記のほか、土地再評価に係る繰延税金資産１，３６３百万

457

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

あるため注記を省略しております。

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

繰 延 税 金 資 産

前 期

43

47
そ の 他

繰 延 税 金 負 債

142
58
172

研 究 開 発 費 否 認

投資損失引当金繰入額否認

未 払 事 業 税 否 認

役員退職慰労引当金繰入額否認

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 否 認 退職給付引当金繰入額否認

賞 与 引 当 金 繰 入 額 否 認

受 取 家 賃

未 払 事 業 税 否 認

当 期

457

受 取 利 息 3

雑 収 入
債務保証損失引当金繰入
投 資 損 失 引 当 金 繰 入

3 3
350
143

△ 1,434

141

570
206

△ 1

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の１００分の５以下で

962

関 係 会 社 株 式 評 価 損 否 認

△ 50

186
61未 払 役 員 退 職 慰 労 金

投 資 有 価 証 券 評 価 損 否 認

△ 1,382その他有価証券評価差額金

プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

繰 延 税 金 負 債 合 計

賞 与 引 当 金 繰 入 額 否 認

47

103

－

453

101
205

3

なお上記のほか、土地再評価に係る繰延税金資産１，３７８百万

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

そ の 他

△ 51

1,649

△ 5

178

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

繰 延 税 金 負 債 合 計

186

△ 629

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

関 係 会 社 株 式 評 価 損 否 認

繰 延 税 金 資 産 合 計

債務保証損失引当金繰入額否認

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 否 認

研 究 開 発 費 否 認

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 否 認

プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金

建 物 0 1
工 具 器 具 及 び 備 品 13 10
ソ フ ト ウ エ ア 0 -
そ の 他 - 0

計 14 12

－２９－



（１株当たり情報）
（ ） （ ）

1,361円 26銭 1,516円 97銭
86円 36銭 137円 69銭

潜在株式調整後
－ 135円 94銭

(注）１．

２．
基礎は、以下のとおりであります。

（ ） （ ）
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
百万円 百万円
千株 千株
千株 千株
千株 千株

新株予約権４種類 新株予約権１種類
（新株予約権の数 （新株予約権の数
18,403個） 3,784個）

めなかった潜在株式の概要

１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

316
316

普 通 株 式 増 加 数
（ う ち 新 株 予 約 権 ）

－
－

希薄化効果を有しないため、

3,451
55

有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

当期純利益金額の算定に含

１ 株 当 た り 純 資 産 額
１株当たり当期純利益金額

１株当たり当期純利益金額

（うち利益処分による役員賞与金）

24,804

2,200

普通株式に係る当期純利益

潜在株式調整後1株当たり

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、前事業年度末は、希薄化効果

当 期

55

24,670

普通株主に帰属しない金額

期 中 平 均 株 式 数

前 期

2,142

58

前 期
当 期 純 利 益

3,396

当 期

58

－３０－



８．役員の異動（平成１８年６月２９日付）

（１） 代表者の異動

該当事項はありません。

（２） その他の役員の異動

①

取 締 役 今 城 義 和 （現当社執行役員営業統括本部副本部長）

取 締 役 小 野 千 秋 （現当社執行役員第５システム本部長）

取 締 役 西 口 嘉 一 （現当社執行役員第７システム本部長）

取 締 役 鬼 澤 浩 正 （現当社執行役員第４システム本部長）

取 締 役 前 川 秀 志 （現当社執行役員管理本部長）

② （ 退任後の予定）

取 締 役 橋 本 弘 （ＮＳＤビジネスサービス株式会社　代表取締役社長）

取 締 役 江 口 信 也 （当社執行役員　新規事業本部長）

取 締 役 梅 原 幸 雄 （ＮＳＤビジネスサービス株式会社　取締役就任予定）

取 締 役 竹 井 一 茂 （当社執行役員調査企画部長）

③

監査役（社外監査役） 山 中 邦 夫 （前　茨城日立情報サービス株式会社　代表取締役）

（注）新任監査役候補者　山中　邦夫氏は、社外監査役の候補者であります。

④

該当事項はありません。

（３）平成１８年６月２９日以降の役員構成（予定）

（新） （旧）

代表取締役会長 （同左） 小 岸 勲

代表取締役社長 （同左） 冲 中 一 郎

　　　　　営業統括本部長

専務取締役 取締役 増 田 宏 韶

　　　　　大阪駐在

取締役執行役員 執行役員 今 城 義 和

　　　　　営業統括本部副本部長 　　　　　営業統括本部副本部長

退任予定取締役

新任取締役候補

新任監査役候補

退任予定監査役
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取締役　執行役員　 執行役員 小 野 千 秋

　　　　　第５システム本部長 　　　　　第５システム本部長

取締役　執行役員　 執行役員 西 口 嘉 一

　　　　　第７システム本部長 　　　　　第７システム本部長

取締役　執行役員　 執行役員 鬼 澤 浩 正

　　　　　第４システム本部長 　　　　　第４システム本部長

取締役　執行役員　 執行役員 前 川 秀 志

　　　　　管理本部長 　　　　　管理本部長

常勤監査役 （同左） 佐 竹 博 利

常勤監査役 （同左） 石 垣 秀 夫

監査役（社外監査役） （同左） 西 垣 良 三

監査役（社外監査役） （同左） 大多和 英行

監査役（社外監査役） （新任） 山 中 邦 夫

以上
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